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持続可能性指標を用いた 
立地適正化の評価に関する研究 
A study on evaluation of urban facility location plan with sustainable indicators 
白井 晴佳 
Haruka SHIRAI 
主査 宮下清栄 副査 高見公雄 
法政大学大学院デザイン工学研究科都市環境デザイン工学専攻修士課程 
This study aims to prepare indicators for area setting in the urban facility location plan and to set the area based 
on it. The indicators are based on a handbook about urban structure. But, the indicators have some problems like 
as numbers of indicators, quality of calculation method, and size of summary area of indicators.  
So, this study improve the indicators on the handbook. More,we have developed a new indicator that 
characterizes Compact City and added it as indicator. Our target area is Utsunomiya city, Tochigi prefecture, its 
population has over 500 thousand in 2017. 
As a result, we made 14 values in 3 evaluation field in the handbook, and compare Utsunomiya to other cities. 
Moreover, we created 26 indicators by the view of accessibility.  Finally, these indices are superimposed, one 
common region that satisfies each region is extracted, and the section is determined. 
Key Words : urban facility location plan, compact city, network analysis, accessibility 
1．はじめに 
我が国は将来,人口減少,高齢化の更なる進展が見込まれ
る.とりわけ地方都市を中心に,市街地の低密度化の進行に
伴い,日常生活に必要な医療,福祉,商業等の都市機能の喪
失や都市機能の維持に伴う地方財政状況の悪化等などが
懸念される.これら環境変化への対応として,コンパクトな
まちづくりの推進が強く求められているところである. 
国は,都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（平
成 26 年法律第 39 号）の施行,都市再生特別処置法（平成
14 年法律第 22 号）の改正,立地適正化計画制度の創設な
ど,都市のコンパクト化に向けた法的枠組を整備してきた.
これらをうけて,各都市においては,同制度を活用しつつ,
目指すべき将来都市構造を具体的に規定し,その実現に向
けて各種施策を実施するなど,コンパクトシティを目指し
た取組の本格化が期待されており,現在 384 都市において,
立地適正化計画の作成について具体的な取り組みが行わ
れている. 
官民一丸となったコンパクトなまちづくりを目指す姿
勢を構築するためには,地域の状況や人口動態等を総合的
に勘案しつつ,いかなる都市構造を目指すべきか,客観的か
つ定量的な分析・評価に基づいた,市民・民間事業者・行政
など地域の関係者間におけるコンセンサスを醸成するこ
とが必要である. 
国土交通省は,平成 25年度から都市構造を評価する手法
についての調査に着手し,同調査の一環として「都市構造
の評価手法に関する研究会」を設置し,同研究会における
検討成果をもとに,各都市におけるコンパクトなまちづく
りに向けた取組を支援する指標事例集「都市構造の評価に
関するハンドブック」(以下本研究では,「ハンドブック」
と表記する 1)を取りまとめた. 
しかしながら,平成 29 年 12 月 31 日までに立地適正化
基本計画を作成した 116 の自治体では実際に指標が作成
されていないのが実情であり,国土交通省が平成 29年度末
に,計画公表済の 112 自治体の全体計画を分析したところ,
およそ 1 割の自治体では誘導区域が 50％以上に拡がって
おり 2）,客観的な指標を用いての区域設定もなされてはい
なかった.このことから,実際に指標を適用したケーススタ
ディを実施することが求められていると考える. 
また,同ハンドブックに掲載されている指標は都市全域
を対象とするマクロなエリアでの評価であり,都市の現状
に即して作成しているとはいいがたく,また,立地適正化基
本計画で定められる区域を選定するための評価方法には
なっていない.加えて,これらの指標の中で距離圏などアク
セシビリティに関する項目は,現実の道路構造を加味しな
い簡易な距離計算によって求められており,実際のアクセ
シビリティを表せていない.さらに,選定された指標の絶対
数も少ない.以上の問題点からみて,現行のハンドブックに
は多くの改善の余地があるといえる.
そこで本研究では,以下の 3 点を目的とする.
①立地適正化計画における指標による評価を行うた
めに,都市構造の評価に関するハンドブックからアクセ
シビリティの視点で指標を抽出し,中核都市である宇都
宮市を対象にケーススタディを行い,ハンドブックに記
載されている他都市の数値と比較し,知見を得る.
②先述したハンドブックの指標における問題点を解
消する為に,都市のコンパクト化や住環境を図る上で使
用される既存の指標との関係性を明らかにした上で新
たな指標を提案し,区域・圏域の設定を行う. 
③上記圏域を重ね合わせ誘導区域を設定する.この誘
導区域を現行の都市計画に照らし合わせ,知見を得る. 
2．既往研究のレビューと本研究の位置づけ 
我が国におけるコンパクトシティに関する研究は,輸送
エネルギーの関係の究明から行われるようになった.1990
年代の終わり頃になると研究の主題がコンパクトシティ
になり,2000 年代に入るとコンパクトシティの効果が多角
的に検討されるようになった.
例えば,土屋ら 3）,根市ら 4）はインフラ施設（上下水道,ガ
ス管路,道路,除雪）佐藤ら 5）は都市拠点施設（保育所,小学
校,公民館）の維持管理費用の削減効果,森本ら 6）はコンパ
クト化によって税収が増加することを示しており,歳入の
増減もコンパクトシティに左右される可能性を示唆して
いる.また,近年では,コンパクトシティに向けた具体的な
課題や既存の計画に関する研究も増えている.
このように,コンパクトシティ整備の方針が示され制度
作りも進められる一方で,実際にどのような都市構造を目
指すべきか,立地適正化計画において集約すべきエリアを
どのように設定すべきかという問題に関する研究はその
数が少ない.加えて集約すべきエリアの設定は,対象自治体
との協議に基づき独自に設定されており,基準となる指標
も公表されていない.7)そのため,国土交通省が平成 29 年度
末に行った調査によると,立地適正化計画を公表済の 112
自治体のおよそ 1 割が計画当初より誘導区域を 50％以上
拡大していた. 
 また,立地適正化計画における誘導区域を客観性のみで
設定した事例はなく 8）客観的に区域を設定し,今後の知見
に繋げる必要があり,本研究の特色は,次の 2 点である. 
①都市構造の評価に関するハンドブックの指標よりア
クセシビリティの視点で抽出した指標を用いて,実際に
宇都宮市を対象地としたケーススタディにより評価を
行う
②ハンドブックに記載されている指標を交通ネットワ
ーク解析等を用いて改善するとともに,アクセシビリテ
ィの視点から新たな指標を抽出・開発し汎用性のある指
標を提案することで,今後,客観的に立地的適正化計画
を策定しようとしている都市・自治体において,集約す
るべき区域指標の選択肢として有効な資料を作成する. 
3．研究の構成と手法 
本研究の研究構成を図に整理した. 
まず初めに,立地適正化計画の創設と位置付けを把握し,
現行のコンパクト化政策との違いを把握する.次に,国土交
通省都市局都市計画課作成の立地適正化計画の為の教科
書とされている「都市構造の評価に関するハンドブック」
の指標事例について評価方法及び指標の特徴を把握した
上で,立地適正化計画の区域設定における視点及びアクセ
シビリティの視点から指標の抽出を行う.
さらに,抽出した指標を用いて実際に中核都市である宇
都宮市を対象にケーススタディを行い,ハンドブック及び
宇都宮市についての知見を得る. 
また,都市のコンパクト化や住環境 9）に用いられる既存
指標からアクセシビリティの視点で指標を抽出・開発し,
都市構造の評価に関するハンドブックから抽出した指標
との関係性を示し,本研究で扱う指標のリストを作成し,デ
ータの定義及び算出方法,指標の構成項目及び圏域の定義
について述べる. 
その後,都市構造の評価に関するハンドブックの指標で
もケーススタディを行った,宇都宮市を対象に指標を基に
解析を行い立地適正化計画に対する区域の設定を行う.そ
して,現行の都市計画との比較考察を行う. 
4． 立地適正化計画について 
(1) 立地適正化制度の概要
立地適正化計画は，人口減少や高齢化の進展による社会
構造の変化に対応するためのコンパクトシティ構想の具
体的実施計画のことである．コンパクトシティ構想実現の
ためには，都市全体の観点から，居住機能や福祉・医療・
商業等の都市機能の立地条件の検討，公共交通の充実等の
まちづくりに関わる様々な関係施策についてそれらの整
合性や相乗効果等を考慮しつつ，総合的に検討することが
必要となる． 
立地適正化計画は、平成 26 年 8 月に，従来の土地利用
の計画に加えて，居住機能や都市機能の誘導によってコン
パクトシティ形成に向けた取組をより具体的に推進する
ために制度化された．この計画は，一定の人口密度に支え
られた生活サービス機能の維持やインフラ費用の抑制等
による持続可能な都市経営の実現に向けて，市町村が都市
全体の観点から作成する居住機能や医療・福祉等の都市機
能の立地，公共交通の充実等に関する包括的なマスタープ
ランである．立地適正化計画には，居住誘導区域と都市機
能誘導区域を定める必要があり，原則として，居住誘導区
域内に都市機能誘導区域を設置することになる．
居住誘導区域とは，人口減少の中にあっても一定のエリア
において人口密度を維持することにより，生活サービスや
コミュニティが持続的に確保されるように居住を誘導す
べき区域のことである．よってその区域には，将来の人口
等の見通しを踏まえた適切な範囲に設定することが求め
られる．
一方，都市機能誘導区域は，医療・福祉・商業等の都市
機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約すること
により，これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域
のことをいう．都市機能誘導区域は，区域内の人口や経済
活動のほか，公共交通へのアクセスなどを考慮して，市町
村の主要な中心部のみならず，例えば合併前の旧町村中心
部や歴史的に集落の拠点としての役割を担ってきた生活
拠点など，地域の実情や市街地形成の成り立ちに応じて複
数のエリアを設定することになり，それぞれの都市機能誘
導区域に必要な誘導施設が何であるかを検討していくこ
とになる．この点については，立地適正化計画の策定対象
が市町村単位であり，公共交通網のエリア内に位置してい
ることから居住区域内に定める都市機能誘導区域には，必
ずしもフルセットの都市機能を設置する必要はなく，各拠
点の実情に応じた都市機能の取捨選択ができると考えら
れるためである．こうした事情を踏まえて，本研究では，
後述するように，アクセシビリティの視点を重視した圏域
図 1 研究構成 
設定を行った． 
都市機能誘導区域における誘導施設は，都市居住者の共
同の福祉や利便のため必要な施設と定義できる．具体的に
は，次のような施設が考えられている．病院・診療所等の
医療施設，老人デイサービスセンターなどの社会福祉施設，
小規模多機能型居宅介護事業所，地域包括支援センターの
他の高齢化社会で必要性が高まる施設や子育て世代にと
って居住場所を決めるときに重要な要素となる幼稚園や
保育所等の子育て支援施設，小学校等の教育施設，集客力
があり「まちの賑わい」を生み出す図書館，博物館等の文
化施設や集会施設，スーパーマーケット等の店舗や銀行等
のサービス業を営む商業施設・行政サービスの窓口機能を
有する市役所等の行政施設などである．図 2 に立地適正化
計画における区域指定のイメージを示す． 
立地適正化計画が認定されると都市地域誘導区域と居住
誘導区域を指定することができ，これらの区域は，線引き
指定都市については市街化区域内に設定する必要がある． 
(2) 立地適正化計画の作成の流れと考察
立地適正化計画制度を有効活用するためには，本制度
（特に都市機能誘導区域制度）が，これまでの都市計画法
に基づく市町村マスタープランや土地利用規制等とは異
なる全く新しい仕組であるとの認識が必要である．これま
では人口の増加や成長・拡大を前提として，将来の都市像
がある程度予測可能な状態の中で土地利用規制やインフ
ラの整備で都市をコントロールしてきた．しかしながら，
今後人口が横這い，あるいは減少の可能性が大きい環境下
で，持続可能で安全・安心して暮らせる都市づくりを進め
るためには，従来型の土地利用規制等で都市をコントロー
ルすることに加えて，都市の住民・企業の活動等にこれま
で以上に着目し量ではなく質の向上を図るために，「都市
をマネジメントする」という新たな視点をもって取組んで
いく必要がある．
 このような背景のもと，①これまでの都市計画制度のツ
ールについても，調整区域の規制，都市計画施設の見直し，
民間活力を活用した開発など，取組の高度化を図るととも
に，②立地適正化計画制度においては，これまでの都市計
画では明確に位置づけられてこなかった各種の都市機能
に着目し，これらを都市計画の中に位置づけ，その魅力を
活かすことによって，居住を含めた都市の活動を「誘導」
することで都市をコントロールする新たな仕組を構築し
ていることに着目し，取組の視野を拡げていく必要がある． 
また，コンパクトシティについては，これまで人口減少，
財政事情の悪化等への対応という「守り」の側面が強調さ
れてきたが，今後は，人口密度を維持するための「賢い」
土地利用によって生産性向上など「稼ぐ力」の引き出しや
「健康寿命延伸」など都市の課題を解決しうる「攻め」の
対応と認識することが重要であると考える. 
立地適正化計画の計画期間は，概ね 20 年＋αとされてい
る．なお，都市計画運用指針においては，計画記載事項に
ついて，「立地適正化計画の検討に当たっては，一つの将
来像として，おおむね 20 年後の都市の姿を展望すること
が考えられるが，あわせてその先の将来も考慮することが
必要である．」と定められている．そこで，自治体によって
は，計画終期は定めず，策定時及び概ね 5 年ごとの見直し
の都度，その当初策定時から 20 年＋α先を展望して，策
定・見直しを行うこととしているところもある． 
これは，立地適正化計画により，場合によっては居住地の
変更をしなければならなくなるのは住民であり，転居等に
は時間と資金が必要になるためではないか．住民の生活面
については，地域コミュニティの解体や変更を伴う行政施
策への心理的抵抗への配慮が必要であろう．また，公共交
通路線の廃止・変更はそのことが必要な都市機能へのアク
セシビリティに大きな影響を及ぼすために地域住民の抵
抗が大きいと想像でき，誘導区域設定後に同区域が拡大す
る一因ともなっているものと考えられる．
(3) 宇都宮市での立地適正化計画進行状況
「ネットワーク型コンパクトシティ」の実現に向けて,平
成 29 年 3 月に立地適正化計画を策定し,平成 30 年度末ま
での居住誘導区域の設定に向けて取組を進めている. 
5．都市構造の評価に関するハンドブックについて 
（1）背景と位置付け
立地適正化計画制度では,官民一丸となってコンパクト
なまちづくりを目指す態勢を構築する必要があり,目指す
べき都市構造と客観的かつ定量的な分析・評価のもとで,
市民,民間事業者,行政等地域の関係者におけるコンセンサ
スを醸成することが求められている.こうした目的から,都
市構造を評価し,各都市におけるコンパクトなまちづくり
に向けた取組を支援する参考図書として都市構造の評価
に関するハンドブックが製作された.
ハンドブックに記載されている評価項目及び基準を基
に立地適正化計画を客観的かつ具体的に進めていくこと
が出来るのである. 
（2）指標事例の整備及び評価分野における都市機能
の低下により懸念される影響
同ハンドブックには,都市機能や居住機能を誘導する区
域を設定・検討している都市向けと設定していない都市向
けの指標事例があり,評価分野及び評価軸においては同様
であるが,評価指標に関しては,異なる部分いくつかある.
本研究では,アクセシビリティ及び区域の設定に関連した
指標に着目した.図 4は,指標を整理して,各評価分野の都市
機能の下に低下が懸念される事項を記載したものである.  
 また,図 4 からアクセシビリティの視点で 3 分野 7 評価
軸を抽出した.(青く彩色部分) 
出典 : 宇都宮市立地適正化計画 
図 2 立地適正化計画における区域設定のイメージ 
図 3 立地適正化計画の作成の流れ 
出典 : 立地適正化計画作成の手引き 
（3）宇都宮市と他都市との比較
表 1 で赤い数字の部分は,同格規模(概ね 50 万)の地方都
市圏平均値を下回るところである.表 1から,公共交通特に,
基幹的公共交通と関係する値が低く,基幹交通カバー率は
同規模の都市と比較して 20％以上低い数値が算出される
ことが判った.
また,図 6 の徒歩圏域からも判るように,都市機能誘導区
域として設定されている 10 区域のうち 3 区域は圏域に含
まれておらず,宇都宮市の立地適正化計画において規定さ
れた,都市誘導区域は,誘導区域として設定するには不十分
であると考えられる.
さらに,この指標を用い
て誘導区域を定めるに
は,図 6 からも判るよう
に,解析の方法において
マクロ的な範囲での評
価軸のために,立地適正
化計画における都市の
現状と構造の大まかな
把握にはなるが,区域設
定を定めるには,評価方
法とし不十分であると
言える.加えて,今後規定
される居住誘導区域に
おいても,この指標を用
いることは誘導範囲の
大まかな範囲であり,設定する上で大きな範囲が算出され,
区域を設定することは出来ないといえる.
6. 指標の提案
(1) ハンドブックから抽出した指標と既存指標から
抽出・開発した指標の関係性
ハンドブックから抽出した指標と都市のコンパクト化・
住環境の評価等に用いられる既存指標から抽出または新
たに開発した指標との関係性を図 7に示す. 
(2)作成指標一覧
本研究で作成した指標の一覧を表２に示す.黄色で彩色
されている部分は,ハンドブックの指標には加味されてい
なかった施設・区域部分であり,本研究にて新たに既存指
標から抽出開発した部分である.立地適正化計画によりコ
ンパクト化した中で,住民が継続した豊かな生活のために
は,教育環境の充実や社会福祉施設等の生活の利便向上,危
険区域の回避だけではなくより安全性の高い区域に暮ら
すこと,そして環境と共存する持続可能な都市構造を作る
必要があること,環境保全区域についても誘導区域から除
く必要があるとの考えに基づいて指標を提案する.
指標の一覧を示したものを表 3 に示す.
(3)構成要素の定義と使用データの定義・算術方法
指標の構成要素のデータ出典及び圏や区域の定義を表 3
に示す.
徒歩圏として,高齢社会での生活利便性の高い区域を算
出するために,高齢者の利用が多い施設や利用者層が広い
施設に関しては,高齢者の日常生活圏 500m10)を採用し(表
3 赤に彩色) ,高齢者が利用しないか利用頻繁が低い施設
(表 3 緑に彩色) に関しては,一般的な徒歩圏を採用し,基幹
図 4 指標整理と低下懸念事項 
政令市 50万 30万 10万以下
33% 43 53 63 47 30 -
57.1 64 83 71 55 43 -
医療 93% 85 92 91 86 76 -
福祉 90% 79 83 90 85 73 -
商業 74% 75 83 82 75 65 -
35% 55 66 72 58 40 -
医療 21.8 39 56 37 24 20 -
福祉 25.5 38 56 35 22 19 -
商業 35.1 42 60 43 29 24 -
公共交通の利用促進 23.6 35 54 31 19 16 -
都市生活の利便性向上 92% 72 75 86 80 67
歩きやすい環境の形成 91% 83 92 92 89 71
安全性の高い地域への居住誘導 7% - - - - - -
市街地荒廃化の抑制 3.59 6.00 4.6 3.7 4.3 5.3 7.3
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表 1 抽出指標を用いた宇都宮市の結果と他都市の比較 
図 6 ハンドブック指標より作成
図 7 抽出指標の関係性 
バス(30 本/1 日以上)以外のバスに関しては,ハンドブック
同様に 300m採用する.また,商業施設の利用圏では,現行の
立地条件を利用圏とし定義するため,エリアマーケティン
グで用いられる商圏 11)を定義している.さらに,医療施設の
利用圏に関しても医療法による分類がなされており,それ
に準じて圏域を定義する.また,義務教育の徒歩圏域は,朝
倉 12)を参考に小学校 2km,中学校 4km とし,消防署・警察
所の到達圏域は各々の到着目標時間を定義とする .郵便
局・金融機関は,類似の施設であるとし合算して定義した. 
(4)到達圏解析について
本研究では ,実際に
即した指標による区
域設定に向けて,交通
ネットワーク解析を
用いる.また交通ネッ
トワーク解析を行う
ための徒歩・自転車・自動車の利用別定義を表 4 に示す.自
動車速度の定義は,平成 27年度道路交通センサスより栃木
県の結果を基に平均化して定義している.
交通ネットワーク解析を用いることで,ハンドブックと
同定義の圏域を公共交通機関沿線での徒歩圏域として算
出した場合,面積換算で 40％区域が減少し,到達圏が限定
され,区域の設定する上で有効だといえる. 
(5)圏域の定義
区域設定にあたり,構成要素の組み合わせにより区域設
定することも可能だが,構成要素が内包する利用圏域及び
区域の面積や分布は,移動方法及び施設数に依存する.つま
り,重ねあわせでの区域を設定する場合,圏域面積が小さい
構成要素または,圏域の分布が低密度の構成要素に集約さ
れる.また,本研究では,誘導区域へ誘導する施設数を少な
く,既存の施設の利用と適正化のための区域を設定する為,
施設を同率に扱い区域を求めている. 
しかし,生活する上
で重要度が低い施設
は,その重要度に応じ
て施設数が少なく,よ
って圏域面積も小さ
くなる. 
そこで,評価項目毎に類似の効果が得られるとし,圏域を
定めることとする. 
また,圏域を定めるに当たり,和集合と積集合の考え方で
構成要素から圏域を定義する.和集合は,構成要素の区域が
全て足し合わされる事で設定される圏域であり,積集合は,
全ての構成要素が担保される圏域を設定する.(図 8) 
 加えて表 2 に赤色で彩色した部分は,誘導区域を設定す
る上でマイナス要素として定義している.危険区域は当然
のこと,将来的に自然と共存し,豊かな暮らしを維持する
為には,自然環境保全区域への誘導は除外する必要がある
と考える.(図 9) 
７.指標による解析結果
(1)評価項目の解析結果
鉄道は,駅 8 カ所全てが市街化区域内に位置し徒歩圏も
ほぼ市街化区域内にあり,徒歩圏内の人口割合は 11.8%と
低い.しかしながら,徒歩圏内人口密度は高く,周辺居住者
表 2 作成指標一覧 
表 3 構成要素の定義とデータ出典 
構成要素 データ出典
最寄り鉄道駅までの徒歩圏 H28国土数値情報　鉄道データ
最寄りバス停までの徒歩圏 H22国土数値情報　バス停留所データ
基幹バス停までの徒歩圏
H22国土数値情報　バス停留所データ
H23国土数値情報　バスルートデータ
小型店の利用圏 スーパーマーケット総覧2015
中型店の利用圏 宇都宮市提供　商業施設データ
大型店の利用圏 全国大型小売店総覧2018
診療所までの徒歩圏 H26国土数値情報　医療施設データ
一般病院の利用圏 H26国土数値情報　医療施設データ
広域緊急病院の利用圏 H26国土数値情報　医療施設データ
幼稚園保育園までの徒歩圏 H2７国土数値情報　福祉施設データ
義務教育施設徒歩圏 H25国土数値情報　学校データ
公園までの徒歩圏 H2７国土数値情報　都市公園データ
体育施設までの徒歩圏 H25国土数値情報　文化施設データ
集会施設までの徒歩圏 H22国土数値情報　市町村役場等・公的集会施設データ
浸水危険区域 H24国土数値情報　浸水想定区域データ
土砂災害危険区域
H22国土数値情報　土砂災害危険箇所データ
H27国土数値情報　土砂災害警戒区域データ
避難施設への徒歩圏 H2４国土数値情報　避難施設データ
消防署から５分以内の到達圏 H2４国土数値情報　消防署データ
警察施設の６分以内の到達圏 H2４国土数値情報　警察署データ
鳥獣保護区 H2７国土数値情報　鳥獣保護区データ
自然公園地域 H2７国土数値情報　自然公園地域データ
保安林 H2７国土数値情報　森林地域データ
自然保全地域 H2７国土数値情報　自然保全地域データ
森林地域 H2７国土数値情報　森林地域データ
空家率
宇都宮市提供　市街化区域内建物現況データ
宇都宮市提供　市街化区域内空家データ
郵便局・金融機関への徒歩圏
H25国土数値情報　郵便局データ
H29i-タウンページ記載　金融機関の該当データ
表 4 交通ネットワークの定義 
高齢者 一般
一般道 3.0 4.8 15.0 24.5
高速道路 93.1
単位 : km/h
歩行者
通行不可
自転車 自動車
図 8 和集合・積集合
図 10 公共交通利便度 図 11 商業施設利便度 
図 12 医療施設利便度 図 13 教育・情報施設利便度 
図 14 健康寿命貢献度 図 15 社会福祉利便度 
図 16 安全区域 
が多いことが示された. 
またバスの徒歩圏人口割合は 79%と高い数値であるが,基
幹バスのみでは,30.9%に低下する.これは停留所全体の
80%が基幹バス路線にはないからであり,今後その割合は.
増加するものと考えられる. 
鉄道,バスを合わせた徒歩圏利用可能口割合は,80%であ
り，沿線居住人口が多いことが示された. （図 10） 
商業施設は,区域内に低密度に存在していることが示さ
れ,調整区域に至っては 3 か所しか存在していない.仮に
自転車での圏域に替えても調整区域は,ほぼ圏域に含まれ
ない.これより調整区域住民の商業施設への移動手段は車
であり,本研究で提案した指標の有効性が示され、また、
評価項目としての商圏の定義の妥当性も確認できた. （図
11） 
医療施設圏域は,商業施設徒歩圏ほど少なくはないが,
商業と同様に,徒歩圏域は狭く,車圏域を基準として立地
していると考えられる. （図 12） 
また,本研究では割愛したが,医療機関は専門別に圏域を
設定するとより狭い圏域が算出されるので,より細かく圏
域設定も可能であるといえる. 
幼稚園・保育園では,徒歩通園が可能な割合は,市内全体
の約 20％である．調整区域では,徒歩圏に幼稚園・保育園
のある割合は少なく,徒歩以外の交通手段を利用して通園
させていると示された.  
 小学校・中学校の徒歩圏について通学距離を短く設定し
解析した.結果,それぞれ市内の 62％・76％として示され
た. 
また,義務教育施設は,小・中学校ともに通学するため,
共通圏域を義務教育徒歩圏とした結果,市内の 62％を示し
た. （図 13） 
公園および体育施設等は.立地適正化計画の誘導施設と
して定義されてはおらず,単体での区域設定はできないが,
生活を継続する上で必要な要素に準ずるものと考えられ,
周辺部に多く分布していることが示された. （図 14） 
集会施設と郵便局・金融機関は,誘導施設として定義さ
れてはおらず,生活利便性を考慮する場合に必要な要素だ
と言える.図 14 とは逆に,中心部に比較的集中しており,
中心部から離れるほど低密度になっていることが示され
た. （図 15） 
安全区域は,危険区域以外の避難施設徒歩圏,消防庁・警
察庁が設定した到達目標時間内の到達圏を示している.警
察署からの到達圏は,区域内のほぼ全域を示しているが,
避難施設徒歩圏は,56%,消防所からの到達圏は 63％と安全
確保区域の少なさが示された．（図 16） 
 
図 9 誘導区域から除外する圏域 
(2)圏域の解析結果
立地適正化計画の誘導区域設定の原則と公共交通利便性
の評価項目の解析結果を踏まえ公共交通圏域は,図 17を圏
域として定める.
全商業圏域（図 18）と全医療圏域（図 19）は,評価項目
の解析結果を踏まえ,現在の宇都宮での立地による立地特
性を考慮し自動車での圏域を定義した. 
教育圏域に含まれる,幼稚園や保育園の通園割合は,全子
供の約 98％と非常に高い値であり,ほぼすべての子供が通
園しているといえる. 
そこで,幼稚園・保育園と義務教育の全てに徒歩で通え
る範囲として教育圏域を定める.（図 20） 
図 13 と図 20 を比較すると教育圏域が市内全域の 18％
ほどにしかなっていないのは,幼稚園・保育園の徒歩圏域
が極めて狭いことに起因していると示された. 
図 21 の健康寿命圏域に含まれる公園・体育施設の徒歩
圏域や図22の社会福祉施設圏域に含まれる集会施設,郵便
局・金融機関への徒歩圏は,立地適正化計画制度における
区域を設定する事はできないと考えられるが,生活を快適
に,健康に送るために必要な要素であり,誘導区域の基準
にはなり得ないが,それら施設をも誘導することが,更な
る区域のコンパクト化を促進させる要素になると考えら
れる. 
図23は,誘導区域から危険な区域を除くだけではなくよ
り安全な区域へ誘導するために定義した圏域である. 
安全圏域は,構成要素の全てを担保している圏域であり,
図 23は,現在の宇都宮市での安全な圏域を示している. 
(3)重ね合わせによる解析結果
宇都宮市では平成 29 年 3 月に立地適正化計画が策定さ
れたが,都市機能誘導区域のみ区域が決定され,居住誘導区
域に関してはイメージ図のみの公表にとどまり,明確な区
域の設定時期を平成 30 年度末としている. 
公表されている居住誘導区域のイメージ図では,市街化
区域内の非居住地以外の公共交通沿線が全て含まれてお
り,居住できるエリアの 8 割ほどが設定されているように
見えてしまうために,誘導区域設定によるコンパクト化と
いう「攻め」目的を果たせていないと評価せざるを得ない. 
本研究にて,重ね合わせにより求めた区域は,生活に必要不
可欠な圏域を重ね合わせた最低限の誘導区域と本研究の
圏域全てを重ねた誘導区域の 2 つである. 
最低限の誘導区域とは,公共交通圏域,全商業圏域,全医
療圏域,教育圏域,安全圏域,そして危険区域及び環境保護
区域を除いた圏域を重ね合わせたものである.これにより
設定された区域は,最低限の居住誘導区域(継続して生活す
る上で安心して過ごせる区域)だと考えられる. 
また ,全てを重
ねた誘導区域は ,
最低限の誘導区域
に ,健康寿命圏域
と社会福祉圏域の
２つの圏域を重ね
合わせた区域であ
り ,居住誘導区域
設定においてより
コンパクト化を実
現できると考え
る.
これらを上述し
たイメージ図と比
較すると最低限の
誘導区域（図 6.3-
1）では,市街化区
域外にも誘導区域
として担保される
べき要素を含んだ
区域が 5 つ設定された.立地適正化計画における居住誘導
区域は,市街化区域に設定することになっているが,本研究
図 17 公共交通圏域 図 18 全商業圏域 
図 19 全医療圏域 図 20 教育圏域 
図 23 安全圏域 
図 21 健康寿命圏域 図 22 社会福祉圏域 
図 24 最低限の誘導区域
では市街化区域内に限定していないため,このような結果
になった. 
本研究で設定した誘導区域と同程度の利便性をもつ区
域が調整区域内に存在するのは,生活に必要な最低限の機
能を持った区域が調整区域内にもあり,市街地が拡大して
いることを示していると考えられる.あるいは,立地適正化
計画の居住誘導区域には含まれないが,市街化区域内にあ
る,本研究で設定した区域外の区域よりも居住を誘導する
べき区域だと考える
こともできる. 
また,全ての圏域を
重ねた誘導区域は,ほ
ぼ市街化区域内に区
域を設定することが
でき,居住誘導区域と
して有効だと言える. 
次に,表より現行の立
地適正化計画におけ
る高次都市機能誘導
区域の人口密度目標
値と比較してみると
本研究で設定した区
域の人口密度が大き
く上回ることが判り,
本研究で設定した誘
導区域の有効性が数
値的にも実証された. 
8. 結論と今後の課題
都市構造の評価に関するハンドブックの指標を用いて,
宇都宮市でケーススタディを行い同格規模の都市と比較
した結果,いくつかの項目で低い値が算出された.この結果
より,宇都宮市は,公共交通,特に基幹交通のカバー率が低
いことが判った. 
これより,同ハンドブックは,都市の構造把握には有効で
あり,指標を用いての宇都宮市の立地適正化計画を把握す
ることが出来た. 
  しかしながら,マクロ的な範囲の評価軸の為,立地適正
化計画における誘導区域の設定には不十分であるといえ
る. 
また,同ハンドブックでは,誘導施設として,商業・医療・福
祉施設を徒歩圏域に設定して,評価している.しかし,主に
車を移動手段として生活している地域では,前提条件が異
なり,これらの施設が徒歩圏域に立地していない, 
よって,誘導区域を設定する基準を地域毎に見直す画必
要であり,それにより正確な指標を作成できると考える. 
 本研究では,提案した客観的指標を加えて,圏域設定のた
めの指標を作成することが出来た. 
また,「安全な区域に誘導する圏域」や「環境保護区域」な
ど新たな圏域や区域の設定により持続可能な都市環境を
保つための指標の作成ができた. 
本研究では,提案した指標の圏域を重ね合わせることよ
り,居住誘導区域として「最低限の誘導区域」及び「すべて
の重ねた誘導区域」の２つの誘導区域を定めることが出来
た. 
これらを現行の宇都宮市立地適正化計画における居住
誘導イメージとの比較によりこれら誘導区域が居住誘導
エリア内に設定されていることが検証できた.
また,作成した誘導区域は,現行計画で,高次都市機能誘
導区域と定めている区域の基準値及び目標値の人口密度
よりも上回っていることを確認できたことから,本研究で
とりまとめた指標は有効であるといえ,今後設定する計画
である居住誘導区域よりコンパクトでより人口密度の高
い区域を設定することができる指標が提供できたと考え
ている. 
しかしながら,本研究で作成した指標による区域設定は,
アクセシビリティの面においては,多くの施設を選定して
いるものの,その他の経済的側面やエネルギーなどについ
ての考慮すべき点や課題は含まれていない.
今後は,より現実に即した区域設定に向けて,多角的な要
素を考慮した指標を作成する必要がある. 
また,この指標による区域設定は,宇都宮市におけるケー
ススタディによって有効性を検証することができたので,
今後は同格規模の都市における同条件での比較評価を行
い,各都市における立地適正化計画と照らし合わせて,指標
の有効性を検証していく必要があり,今後も研究を継続す
る必要がある.
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市内 20.52 4.9% 220619 42.3% 107.5
市街化区域内 19.07 20.4% 217507 49.1% 114.1
市内 13.11 3.1% 183444 35.2% 139.9
市街化区域内 13.06 14.0% 182960 41.3% 140.1
現行計画での高次都市
機能誘導区域目標値
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表５ 設定誘導区域のデータ 
図 25 全てを重ねた誘導区域
